
林内路網整備事業実施要領 
令和２年３月３１日付け森第１７８４号 

最終改正 令和５年３月３０日付け森第１２３２号 

 林内路網整備事業の実施については、林内路網整備事業補助金交付要綱（令
和２年３月３０日付け森第１７８２号。以下「要綱」という。）に定めるものの
ほかこの要領によるものとする。 

第１ 事業の趣旨 
 森林資源が充実したエリアにおいて、効率的な原木生産に必要な林業専用
道等と森林作業道のネットワークを整備し、原木生産と再造林の低コスト化
を図ることを目的に、森林作業道及び中規格作業道（以下「森林作業道等」
という）の開設や林業専用道等に付属する作業ヤード等の設置に要する経費
を支援する。 

第 2 採択基準 
 １ 事業種目①～④
原則として、森林作業道等の開設の実施年度に主伐を実施するものとする。
ただし、主伐を効率的に実施するために必要な場合は、主伐に２年先行して森
林作業道等の開設を実施することができるものとする。 
２ 事業種目①、③及び④ 
  ・市町村、市町村の委託又は出資を受けた団体（以下「市町村等」という）

が直営又は費用負担により、林業専用道等を新たに開設・延伸又は既設
道の機能強化をする場合に、それに接続する森林作業道等の開設を補助
対象とする。 

  ・機能強化とは、重機を用いて補強、改良を行う工事とする。 
３ 事業種目⑤、⑥ 
新たに開設・延伸又は既設の林業専用道等に付帯する作業ヤード又は排水施 
設の整備を補助対象とする。 
４ 個別事項 
 ①森林作業道の開設 
  ・第 11 に定める規格を有すること 



②森林作業道開設（市町村協調支援） 
 ・県の補助を受けようとする森林作業道であって、当該森林作業道について
市町村が森林作業道の開設１ｍあたり 1,000 円以上を補助すること 

 ・第 11 に定める規格を有すること 
③中規格作業道の開設Ⅰ
 ・要綱別表１に定める国交付金により中規格作業道の開設を行うこと 
・第 11 に定める規格を有すること 
④中規格作業道の開設Ⅱ
 ・県の補助を受けようとする中規格作業道であって、国交付金が活用できな
い路線であること 

・第 11 に定める規格を有すること 
⑤作業ヤード整備 
 ・原木の仕分けを目的とした土場として１か所当たり 400m2 以上の広さを
有すること 

⑥排水施設整備 
 ・林業専用道等の排水施設とし、排水又は濁水の流出防止を目的として横断 
溝、流末処理施設、沈砂池等を整備するもの 

第３ 事業計画等 
 １ 事業計画書の作成 
    事業主体は、林内路網整備事業実施計画書（様式 1）（以下「実施計画

書」という。）を作成し、農林水産部長に提出するものとする。 
２ 事業計画書の変更 
    事業主体は、既に提出した実施計画書が要綱別表１の重要な変更に該

当する場合（事業の中止又は廃止の場合を除く）は、林内路網整備事業
変更実施計画書を作成し、農林水産部長に提出するものとする。 

第４ 割当内示 
農林水産部長は、事業主体に対して、様式２により補助金の割当内示を行
うものとする。 

第５ 補助金の算出 
 １ 事業種目①～④ 
  補助金額は、施工場所毎の開設延長に補助単価を乗じて求める。なお、開



設延長はｍ止めとし、１ｍ未満は切り捨てる。
 ２ 事業種目⑤及び⑥ 
  補助金額は、施工場所毎の箇所数に補助単価を乗じて求める。 

第６ 補助対象経費 
  補助対象経費は要綱別表１の事業種目欄にかかる工事費及び事業主体が事
業を実施する上で必要な活動費とする。 
  工事費は、島根県森林作業道開設要領に準じるものとし、活動費について
は別表１に掲げる経費とする。 

第７ 交付決定 
  要綱第３条の規定に基づく補助金交付申請があり、適当と認めたときは、
様式３により交付決定をするものとする。 

第８ 交付決定の変更 
要綱第４条の規定に基づく変更承認申請又は要綱第７条の規定に基づく中
止（廃止）申請があり、適当と認めたときは、様式４により交付決定の変更を
するものとする。 

第９ 交付決定前の着手 
  補助事業の着手は、原則として第７の規定に基づく交付決定を受けてから
行うものとするが、交付決定前に着手する必要がある場合は、事業主体は様
式５を知事に提出しなければならない。 

第１０ 補助金の額の確定 
 １ 要綱第５条の規定に基づく実績報告書が隠岐支庁長、各農林水産振興セ
ンター所長又は各農林水産振興センター地域事務所長（以下「所長等」と
いう）に提出されたとき、所長等は検査を行い、実績報告書に検査調書を
添えて農林水産部長に送付するものとする。ただし、複数の管内で事業を
行う森林整備法人から実績報告書が森林整備課に提出されたとき、森林整
備課において検査調書を作成するものとする。 

 ２ 知事は、検査の結果適当と認められる場合は、様式６により額の確定を
行うものとする。 



第１１ 規格構造 
 １ 事業種目①及び② 
森林作業道の開設にあたっては、現地の地形（傾斜）や導入する機械（作
業システム）にあわせて、最適な集材距離（路網密度）となるよう線形を計
画する。 
また、不適切な路網の開設は、林地の浸食・崩壊の原因を招く恐れがある 
ため、路面に集まる雨水の分散排水に努め、切り取り法高はできるだけ低く
し、伐開幅、道幅についても通行及び作業の支障のない範囲で必要最小限と
する。 
（１）伐開幅 
３ｍ程度を目安とし、幅員に応じた必要最小限度の伐開幅とする。 

（２）幅員 
２～３ｍとする。

（３）縦断勾配 
木材搬出のための車両等が安全に通行可能なものとする。 

（４）曲線半径 
木材搬出のための車両等が安全に通行可能なものとする。 

（５）切取法面 
法切は、雨水が法面を叩かないよう垂直切りを原則とし、法高は１．５
ｍ程度を限度とする。 
局所的に１．５ｍを超えざるを得ない場合の切土法面勾配は土砂の場合
６分、岩石の場合は３分を標準とする。 

（６）盛土法面 
バケット背面及びカタピラ（無限軌道）で十分に転圧し、整形する。盛
土勾配は、現地の状況、工法に応じた盛土が安定する勾配とする。 

（７）排水施設 
排水施設は、路面の縦断勾配、当該区間の延長及び区間に係る集水区域
の広がり等を考慮して、適切な間隔で設置する。 
排水溝を設置する場合は、維持管理を考慮し、原則として開渠とし、暗渠
（ヒューム管等）を設置する場合は、管径は流量を考慮して決定するものと
する。 
ゴム板などを利用した横断排水施設を設置する場合は、走行車両の重量や 



  足回りを考慮する。 
   側溝は、湧水箇所等に限定し、素堀を原則とする。 
（８）工作物 
工作物は、現地で調達できる間伐材や根株、転石を積極的に利用する。 

（９）その他 
その他定めのないものについては、林業普及員に協議する。 

 ２ 事業種目③及び④ 
中規格作業道の開設については、別紙「中規格作業道の取扱いについて」 
のとおりとする。 

第１２ 森林作業道等開設の調査・測量・設計 
（１）予備調査 
地形図（1/5,000）、空中写真等を利用し、路線のより有効な計画線を検討
する。 
森林の所有界、所有者を調査し、道路敷への土地提供の可否を検討し、 
関係者の承諾を得る。 
保安林、自然公園、河川などの関係法令に基づく制限地内にかかる場合は、
事前に関係機関と十分協議を行い必要な手続きを行うものとする。 
（２）踏査 
図上調査に基づいて、現地の地形、地質等を踏査し、適切な線形とする。 

（３）延長測量
延長測量（出来高）は、路線中心線上をポケットコンパス等により測量し、
測点間距離は最大で２０ｍを限度とし、路線の変化点、地形の変化点等に測
点を設けるものとする。 
（４）設計図書（出来高設計図書） 
実測図（平面図）、施工前後（起点、終点等）の写真、使用重機（作業中）
の写真を路線毎に作成し、事業実績報告書に添付する。なお、横断工、丸太
組工、その他工作物を設置した場合は、実測図（平面図）に設置箇所を記入
する。 
事業実績報告書のうち設計図書については、所轄の隠岐支庁、各農林水産
振興センター（同センター地域事務所を含む）で保管し、検査に用いるもの
とする。 



第１３ 周辺環境への配慮 
  作設工事中及び森林施業の実施中に、公道や渓流への土砂流出や、土石が
周辺に転落しないよう、沈砂池、防護柵等の必要な対策を講じなければなら
ない。 
  また、事業実施中に希少な野生生物の生息・生息情報を知ったときは、必
要な対策を検討する。 

第１４ 走行時の安全確保 
  森林作業道等の規格構造は車両等が安全に通行可能なものとし、事業主体
は車両等の運転者に対して、安全な走行に必要な対策を講じることとする。

第１５ 伐採完了の報告 
事業主体は、森林作業道等開設後、計画する伐採が完了したときは、その 

 日から起算して１ヶ月を経過した日までに様式７を作成し、農林水産部長に
提出するものとする。 

第１６ 書類の提出 
この要領に基づき事業主体が提出する書類は、施工地を所管する所長等を経
由して森林整備課に提出するものとする。ただし、複数の管内で事業を行う森
林整備法人の場合は森林整備課に提出するものとする。 

附則 この要領は、令和２年 4月 1日から施行する。 
この要領は、令和４年 4月 1日から施行する。 
この要領は、令和４年１０月１７日から施行する。 
この要領は、令和５年４月１日から施行することとし、改正前の規定に
基づき実施された事業については、なお従前の例によるものとする。 



別表１ 活動費の対象経費 

区  分 内  容 
技術者給 

賃  金 

旅  費 

需 用 費 

役 務 費 

委 託 料 

使用料及び賃貸料 

備品・資機材購入費

事業の効果的かつ円滑な実施を図るために必要となる
技術を有する者の労賃 

日々雇用者賃金（測量、事務、現場監督補助員等の賃
金）ただし、賃金支弁者にかかる社会保険料の事業主負
担分を含むものとする。 

事業実施の打合せ等に必要な旅費 

消耗品費、燃料費、食糧費（説明会、意見聴取等事業
遂行上特に必要会議用弁当、茶菓子賄料等とする。）、印
刷製本費、光熱水料費及び修繕費 

通信運搬費、手数料、筆耕翻訳料、労災保険料、損害
保険料、薬剤散布費、伐倒費等 

資料作成、登記事務、測量・調査、広告出稿料等の委
託料 

会議室、土地建物、貨客兼用自動車、事業用機械器具
等の借料及び損料とする。 

事業の効果的かつ円滑な実施を図るために必要な備
品・資機材（薬剤、鉈等）の購入費（ただし、机、椅子、
書庫等汎用性のあるものを除く。） 



別紙 

中規格作業道の取扱いについて 

 中規格作業道の実施にあたっては、第１の事業で定める、国、県の要綱・要
領・運用及び県の森林作業道作設指針、開設要領・運用・設計積算要領の規定
における「森林作業道」を読み替え適用するものとするが、この通知に定める
事項についてはこれを優先する。 

第１ 対象事業 
島根県林業・木材産業循環成長対策交付金事業
島根県林内路網整備事業 

第２ 中規格作業道 
中規格作業道とは、幹線林道、支線林道又は林業専用道を補完し、森 

  林作業道と組み合せて、間伐等による木材の集材・搬出、主伐後の再造
林等の森林整備に継続的に用いられる道をいい、林業機械等を用いた作
業の安全性、作業性の確保の観点から、森林作業道の幅員３．０ｍに 
０．５ｍ程度の余裕幅を付加したものとする。 
 また、作設にあたっては、費用を抑えて経済性を確保しつつも繰返し    
の使用に耐えるよう丈夫なものとし、路体は堅固に締め固めた土構造に 
よることを基本とし、線形は、土工量の抑制及び分散排水により路面浸 
食等を防止するための地形に沿わせた屈曲線形及び波型勾配とする。 
構造物は地形・地質、土質、人家等との位置関係等の条件から、必要 

  な個所に限定して設置する。 

第３ 規格・構造 
（１）幅員 
   中規格作業道は、高性能林業機械やトラックの走行が想定され、幅員 

は３．５ｍ程度とする。 

（２）曲線半径 
曲線半径は、使用する高性能林業機械やトラックの規格及び生産する 

素材の長さ等を勘案して決定するものとするが、トラックの走行は、最
小回転半径１２ｍ程度以上とする。 
なお、屈曲部の設計に当たっては、拡幅量、土工量、工作物の設置等 

  の現地の状況を踏まえ、高性能林業機械やトラックの安全走行を確保し 
  つつコストの縮減が図られるよう総合的に検討するものとする。 



（３）曲線部の拡幅 
曲線部においては、高性能林業機械やトラックが安全に走行できるよう、 
内輪差や下り旋回時のふくらみ等に対する余裕を考慮して曲線部には、 
０．２５ｍ～１．２５ｍ程度の拡幅を確保する。
当該曲線部の拡幅量は、土工量等の縮減にもつながるため、曲線半径に応
じ、次表を目安とする。 
（曲線半径に応じた拡幅量） 
曲線半径（ｍ） 拡幅量（ｍ） 曲線半径（ｍ） 拡幅量（ｍ）
以上  未満 
１２～１３
１３～１５
１５～１９ 
１９～２５

  １．２５ 
  １．００ 
  ０．７５ 
０．５０

  ２５～３８ ０．２５ 

（４）緩和区間 
屈曲部には、緩和接線による緩和区間を設ける。 
緩和区間長は、Ｂ．Ｃ、Ｅ．Ｃを基点として８ｍを標準とする。

（５）視距 
視距は、１５ｍ程度以上とする。 

（６）縦断勾配 
縦断勾配は、高性能林業機械やトラックの安心・安全な通行を確保し 

路面侵食等を防止するためできる限り緩勾配とし、目安は次のとおりと 
する。 
①７％以下を標準とする。 
②地形の状況等により必要な場合には、縦断勾配を１２％以下とする。 
③延長１００ｍ以内となる場合に限り１４％以下とする。 
縦断勾配、土質条件等から、路面浸食の発生、林業機械等の走行に 

   危険が予想される場合はコンクリート路面工等を検討する。 

第４ 路盤工 
（１）路盤材は、切土によって発生した岩砕、礫等の活用を図るとともに、

適材が得られない場合にあってはクラッシャラン、切込砂利等を用いる
ものとする。 

（２）路床が岩石等の場合は、強風化、節理の発達等により交通荷重の支持 
  力が十分でない場合及び逆目による凹凸等で車輪の損傷等が想定される 

場合を除き、路盤工を省くことができる。 
（３）急勾配で路面侵食が発生するおそれがある場合は、路面浸食を防止で 
  きる構造とすることができる。 

第５ 標準断面図 
   中規格作業道は、別に示す「島根県中規格作業道標準断面図」による 

断面を基本とした路線とする。 



第６ 補助金額の算出 
   中規格作業道の補助金の算定については、島根県森林作業道開設要領 

第１１によらず、以下により補助金の算定を行うものとする。 

（１）直営施工による場合 
事業主体が中規格作業道の作設を直営で実行した場合、補助金額は、 

中規格作業道の開設延長の合計に１メートル当たり平均５千円を乗じた 
金額を上限とし、実行経費の積み上げとの比較によりいずれか低い金額 
を採用し、補助金額を算出すること。 

（２）請負施工による場合 
事業主体が森林作業道の作設を請負で実行した場合、補助金額は、森 

林作業道の開設延長の合計に１メートル当たり平均５千円を乗じた金額
を上限とし、請負金額及び請負金額以外にかかった実費（測量・試験費 
（委託）、直営施工分、工事雑費及び事務雑費）を合計した金額との比 
較によりいずれか低い金額を採用し、補助金額を算出すること。





様式１ 
番         号 
令和  年  月  日 

島根県農林水産部長 様 

所在地 
名称 
代表者職氏名   

令和  年度 林内路網整備事業（変更）実施計画 
 林内路網整備事業実施要領第３の規定に基づき、別添のとおり提出します。 



様式１附

令和　　年度　林内路網整備事業（変更）実施計画書

　事業種目　森林作業道の開設、中規格作業道の開設

主伐 植栽 主伐 植栽

2,000 ｍ 0 0

2,000 ｍ 0 0

小計 2,000 0 ｍ 0 0 0 0.00 0.00 0.00

1,000 ｍ 0 0 0

1,000 ｍ 0 0 0

小計 1,000 0 ｍ 0 0 0 0 0.00 0.00 0.00

3,000 ｍ 0 0 0

3,000 ｍ 0 0 0

小計 3,000 0 ｍ 0 0 0 0 0.00 0.00 0.00

5,000 ｍ 0 0

5,000 ｍ 0 0

小計 5,000 0 ｍ 0 0 0.00 0.00 0.00

0 ｍ 0 0 0 0 0 0.00 0.00 0.00

注）１ 路網位置図（1/50,000）及び路線図・伐採計画図（1/5,000）を添付すること。

２ 「国交付金」とは「林業・木材産業循環成長対策交付金実施要領（令和５年３月３０日付け４林政経第899号）」に基づく事業とする。

３ 「当該路線に係る木材生産量」欄は「当該路線に係る森林施業等」の「計画面積」の「主伐」に係る木材生産量について、それぞれ記載すること。

１つの対象エリア内に、異なる事業種目の路網を整備（例　A区域に中規格作業道、森林作業道を一体的に整備）する場合は、事業細目毎に計上するが、それぞれ同一の路線名とすること。

４ なお、１つの対象エリア内に、異なる事業種目の路線を整備（例　A区域に中規格作業道、森林作業道を一体的に整備）する場合は、上位（中規格作業道、森林作業道の順）の路線にまとめて森林施業等の計画量を記載すること（重複不可）。

５ 「当該路線に係る森林施業等」の「計画面積」及び「当該路線に係る木材生産量」欄については開設後２年間の計画について記載すること。

６ 接続道欄の「開設等内容」には、新設又は機能強化の内容を記載すること。

７ 備考欄には、各計画の現場条件を記入すること。「循環型林業拠点団地」、「林業公社関係」、「市町村有林」に該当する場合は団地名等を記入すること。

８ 第３の２の変更の場合は、上段：変更前裸書き、下段：変更後裸書きの２段書きとすること。

中規格作業道の開設Ⅱ

合　計

備　考

循環型林業
拠点団地

林業公社
関係

市町村
有林

その他
事業費 その他

市町村
補助金

事業種目

中規格作業道の開設Ⅰ

当該路線に係る森林施業等

計画面積(ha) 完了時期（R0.0）県補助金

森林作業道の開設
（市町村協調支援）

森林作業道の開設

接　続　道

接続路線名 開設等内容

当該路線に係

る木材生産量
（ｍ3）

国交付金市町村
町

（大字）
路線名 定額単価 事業内容



様式１附

令和　　年度　林内路網整備事業（変更）実施計画書

　事業種目　作業ヤード整備、排水施設整備

500,000 箇所 0 0

500,000 箇所 0 0

小計 500,000 0 箇所 0 0 0

20,000 箇所 0 0

20,000 箇所 0 0

小計 20,000 0 箇所 0 0

0 箇所 0 0 0

注）１ 路網位置図（1/50,000）、施設整備を行う箇所を明示した路線図・伐採計画図（1/5,000）添付すること。

２ 備考欄には、各計画の現場条件を記入すること。「循環型林業拠点団地」、「林業公社関係」、「市町村有林」に該当する場合は団地名等を記入すること。

３ 第３の２の変更の場合は、上段：変更前裸書き、下段：変更後裸書きの２段書きとすること。

排水施設整備

合　計

備　考

循環型林業
拠点団地

林業公社
関係

市町村
有林

事業費 県補助金 その他事業種目 市町村
町

（大字）
施工路線名 定額単価 事業内容

その他

作業ヤード整備



様式２ 
番         号 
令和  年  月  日 

事業主体 様 
島根県農林水産部長

令和  年度 林内路網整備事業補助金の（変更）割当内示について 
このことについて、県補助金を下記のとおり（変更）割当内示します。 
なお、補助金交付申請書（変更承認申請書）の提出期限は、令和 年 月 日

とします。 
記 

内示額 金    円 
（既内示額 金    円） 
（今回内示額 金    円） 
（累計内示額 金    円） 
（（内訳は変更実施計画のとおり）） 



様式３ 

   指令   第   号                                                         
                                                           事業主体名 

  令和 年 月 日付け 第 号で申請のあった令和 年度林内路網整備事業
補助金については、下記のとおり交付を決定します。 
令和  年  月  日
                    島根県知事           

                    記                                         
１ 交付決定額        円 
２ 交付条件 
（１）補助金交付の対象となる事業内容及び補助事業に要する経費の配分並びに配分された
経費の額に対する補助金の額は、令和 年 月 日付け 第 号で申請のあった令和 
年度林内路網整備事業補助金交付申請書（以下「申請書」という。）記載のとおりとす
る。 

（２）補助事業者は、補助金等交付規則（昭和 32年島根県規則第 32号）、林内路網整備事
業補助金交付要綱（令和２年３月３０日付け森第１７８２号。以下「県補助金交付要綱」
という。）、その他関係通達に従わなければならない。 

（３）補助事業者は、補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿並びに当該収入及び支
出についての証拠書類を事業完了の翌年度から起算して５年間整備保管しておかなけれ
ばならない。 

（４）事業により取得し、又は効用の増加した財産については、管理者を定め、その実態を
十分把握するように努め、補助金交付の目的に従って、その効率的な運営を図らなけれ
ばならない。管理者は、管理の方法を定め、その維持管理に努めなければならない。 

（５）特段の理由無く林内路網整備事業実施計画に記載された主伐が実施されない場合は、
補助金の返還をさせることがある。 

（６）補助事業者は、補助事業により設置した施設を補助金交付の翌年度から起算して５年
内に知事の承認を受けないで転用し、又は用途変更してはならない。ただし、天災地変
その他止を得ない事由のため、あらかじめ知事の承認を受けることができなかった場合
は、転用又は用途変更後速やかに知事に報告し、その指示を受けなければならない。知
事の承認を受けて転用又は用途変更を行った場合は、施設の全部が転用もしくは用途変
更又は補助目的が達成できないこととなった場合は全額を、施設の一部が転用もしくは
用途変更又は補助目的が達成できないこととなった場合は一部を当該施設等の設置に要
した補助金を県に返還しなければならない。



様式４ 

   指令   第   号                                                         

                                                          事業主体名 

  令和 年 月 日付け 第 号で申請のあった令和 年度林内路網整備事業
補助金の変更については、申請のとおりこれを承認したので、令和 年 月 日
付け 第 号による交付決定の記の一部を下記のとおり変更します。                   

    令和  年  月  日                                                     

                           島根県知事           

記 
１ 補助金の額は次のとおりとする。 

補助金の額
既交付決定額 
  円 

今回交付決定額 
  円 

累計交付決定額 
  円 

２ 交付条件 
（１）変更の対象となった事業の内容は、当該変更申請書記載のとおりとし、
その他については、令和 年 月 日付け 第 号による交付決定書のと
おりとする。 

（２）補助金交付の対象となる事業の内容及び補助事業に要する経費の配分並
びにこの配分された経費の額に対応する補助金の額は、変更申請書記載の
とおりとする。 



様式５ 
番         号 
令和  年  月  日 

島根県知事          様 

所在地 
名称 
代表者職氏名   

令和  年度 林内路網整備事業交付決定前着手届 
 林内路網整備事業実施要領第９の規定に基づき、別記条件を了承の上、下記
のとおり着手したいので提出します。 

記 
１ 事業内容 

２ 着手予定年月日 

３ 交付決定前の着手を必要とする理由 

（別記条件） 
１ 交付決定を受けるまでの期間に天災等の事由によって、実施した施設に損
失等を生じた場合は、これらの損失は事業主体が負担すること 
２ 交付決定を受けた補助金額が交付申請額又は交付申請予定額に達していな
い場合においても異議を申し立てないこと 
３ 着手から交付決定を受ける期間内においては、計画の変更は行わないこと 



様式６ 

指令  第  号 

事業主体名   

令和  年度林内路網整備事業補助金については、下記のとおり確定します。 
なお、精算額       円を交付します。 
令和  年  月  日 

島根県知事 

記 

確定額 金    円 



様式７ 
番         号 
令和  年  月  日 

島根県農林水産部長 様 
所在地 
名称 
代表者職氏名   

林内路網整備事業に係る伐採完了報告について 
 林内路網整備事業実施要領第 14 の規定に基づき、下記のとおり提出します。 

記 

番号 事業 
年度 

交付決定番号 
（最終） 

事業
種目

施工場所 延長
（ｍ）

精算額 
（千円）

補助金 
（千円）

伐採期間 伐採 
面積
(ha) 

原木生産 
実績(m3) 

例 Ｒ０繰 森第000号の2 ①  500 2,200 1,000 R4.00.00~R4.00.00 0.0 000 
1           

路線図・伐採区域図（1/5,000）、伐採後の区域写真添付


